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業環境技術研究所は、「自然、社会、人間の

調和と共存を目指す高い水準の研究を推進

し、世界の食料問題と環境問題の克服に貢献する」

ことを基本理念とし、食料・農業・農村基本計画

の推進を目的に、新たな中期目標として、３つの

重点課題、１）農業環境のリスクの評価及び管理

技術の開発、２）自然循環機能の発揮に向けた農

業生態系の構造・機能の解明と管理技術の開発、３）

農業生態系の機能の解明を支える基盤的研究を掲

げ、その実現のために、課題に関わる原理・現象

の科学的解明を基礎に（解明）、利用可能な技術を

開発し（開発）、個々の技術の融合による技術体系

の確立（確立）のための研究が活発に行われている。

加えて、研究所及び研究者が、その成果の目指

す方向性を国民に対し説明する責任の明確化、研

究成果の積極的な公表、成果の利活用、知的財産

権等の取得・利活用、を促進することを明言して

いる。研究所が、研究成果の公表と普及に重点を

おいて研究（社会還元の重視）を推進しているこ

とは、大学とは異なるスタンスであり、重視したい。

上記３つの重点課題は、食の安全・安心、21世

紀のわが国と世界の人口・食糧問題や環境問題と

深く関連しており、農業生産環境における外来生

物、生物多様性、組換え作物等の研究では、研究

の社会背景と目指す方向性に対する明確な説明が

不可欠であり、その成果を基にしたこれら課題に

対する国民の広い視野からの認識と理解の促進が

重要である。

農業環境技術研究所で実施されている研究は多

岐に渡り、その社会還元も多岐に渡っている。農

業現場における問題解決型研究の成果は「普及に移

しうる成果」として広報、知的財産権の確保によ

る研究成果の円滑な移転促進、農林水産省等にお

ける環境関連政策の立案・実施への貢献、IPCC（気

候変動に関する政府間パネル）やIGBP（地球圏・

生物圏国際協同研究計画）への積極的参加・提言、

等々であり、これらの社会還元は主として上記重

点課題１）や２）の研究成果に由来する。これら

の研究成果は国民にとってわかりやすく、研究者

は研究を介した社会との接点、社会の評価を身近

に実感できる。なお、上記の社会還元に関連して、

国際化の現在、JIS規格とISO（国際標準化機構）

規格の統一化が活発に進められており、わが国か

ら積極的にISO規格の提案がなされている。環境

指標・環境評価のISOへの提案は、研究所の優れ

た研究成果の社会還元の１方向であろう。

他方、重点課題３）の多くは、農業環境技術研

究所に固有の研究課題であり、短期間の研究成果

を基とした学術誌等への公表が困難で大学等で実

施するのが不可能な重要課題である。本基盤的研

究は、農業に関わる環境の長期モニタリングと土

壌、昆虫、微生物などの環境資源の収集・保存・

情報化に大別され、きわめて地道な研究であり、

とかく蔑ろにされがちであるが、農業生産環境に

対する「危機管理」の側面も有する。気候変動等の

地球環境変動と農業生態系との関わりや農業活動

が自然循環機能に及ぼす影響の解明には長期にわ

たる調査・測定が不可欠であり、北朝鮮の核実験

がわが国の農産物に及ぼす影響評価などは、長期

のモニタリングデータなしには、総合的に評価で

きなかったであろう。少し飛躍するが、将来の大

地震に備えた地震予知体制の整備に類似した研究

とも言える。

研究所の社会的使命は重い一方、その実りある

社会への様々な貢献を振返りつつ、土を踏みしめ、

風にふかれながら、わが国農業の現状・将来に思

いをはせるとき、どれほどの充実感に所員の方々

は満たされるのであろうか。少なからず羨望を覚

える。
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